
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　タイヤをホイールにリム組みしたタイヤ・ホイール組立体を有限個の要素で分割したタ
イヤ・ホイール組立体モデルを設定するステップと、
　このタイヤ・ホイール組立体モデルに、設定した転動条件により転動シミュレーション
を行うステップと、
　前記転動シミュレーションを行ったタイヤ・ホイール組立体モデルから評価値を取得す
るステップとを含む
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とともに、
前記タイヤホイール組立体モデルは、タイヤを有限個の要素に分割したタイヤモデルを

設定するステップと、ホイールを有限個の要素で分割したホイールモデルを設定するステ
ップと、前記タイヤモデルと前記ホイールモデルとを数値解析法を用いて嵌合シミュレー
ションさせる嵌合ステップとを含んで設定され、

かつ、前記嵌合ステップは、
タイヤモデルのビード部のビード巾をリム巾より小さく変形させてホイールモデルに装

着するステップと、
ホイールモデルの外表面をタイヤモデルの境界条件として与えしかもタイヤモデルとホ

イールモデルとの境界面に摩擦係数を設定するステップと、
前記ホイールモデルに装着されたタイヤモデルに内圧の条件を設定し、該タイヤモデル

を変形させてホイールモデルに嵌合させるステップと、
前記嵌合した後、タイヤモデルとホイールモデルとの間の前記摩擦係数を高く設定する



ことを特徴とするタイヤ・ホイール性能のシミュレーション方法。
【請求項２】
　前記

請求項１記載のタイヤ・ホイール性能のシミュレーション方法
。
【請求項３】
　前記

タイヤ・ホイール性能のシミュレーション方法。
【請求項４】
　前記

タイヤ・ホイール性能の
シミュレーション方法。
【請求項５】
　

タイヤ・ホイール性能のシミュレーション 。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、タイヤ・ホイール組立体の性能評価を精度良く行いうるタイヤ・ホイール性能
のシミュレーション方法及び装置に関する。
【０００２】
【従来の技術及び発明が解決しようとする課題】
本件出願人は、例えば特開平１１－１５３５２０号公報で示されるようなタイヤ性能のシ
ミュレーション方法を提案している。このものは、タイヤを有限個の要素に分割したタイ
ヤ有限要素モデルを設定し、これを有限要素法を用いて走行シミュレーションするもので
ある。タイヤ有限要素モデルは、対象とされる構造物を有限な細かい要素に分割して近似
した数値解析モデルである。各要素には、密度や弾性率などの材料特性が定義され、各要
素の形状から質量や剛性を計算し、与えられた境界条件（例えば内圧、荷重、転動速度な
ど）による変形を各要素で計算し、これらを重ね合わせ等して最終的に系全体の動きや変
形を模擬（シミュレーション）することができる。
【０００３】
またこのような走行シミュレーションからは、タイヤ有限要素モデルが受ける各種の荷重
、接地圧、振動などの値ないし分布といった評価値を得ることができる。従って、タイヤ
を実際に試作する前に、その大凡の性能を机上で知ることができるため、試作、テスト、
評価を繰り返していた従来の開発手法に比して大幅な開発効率の向上が図られつつある。
【０００４】
本発明者らは、このようなシミュレーション方法から得られる評価値のさらなる精度の向
上を試みた。精度の向上については、一般的にはより細かな要素を用いてタイヤを分割す
ることが考えられるが、この方法では計算時間の著しい増大を招くわりには精度の向上に
も限界がある。本発明者らは、種々研究を重ねたところ、従来のタイヤ性能のシミュレー
ション方法では、タイヤ単体を有限要素モデルにモデル化し、これに各種の垂直荷重や回
転力の条件を設定している点に着目した。
【０００５】
すなわち、前記特開平１１－１５３５２０号公報には、その段落００３５に、タイヤ有限
要素モデルを仮想リムに装着することが記載されているが、これは図２６に示すように、
タイヤ有限要素モデルａのリム接触域ｂを拘束するとともに該リム接触域ｂのタイヤ軸方
向距離Ｗをリム巾に強制変位させることを意味している。しかもタイヤ有限要素モデルａ
の回転軸ＣＬは、図２３に示したようにタイヤ有限要素モデルａのリム接触域ｂとの相対
距離ｒが常に一定となるよう連結固定されるものである。また前記公報以外の従来のシミ
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ステップとを含む

摩擦係数は、タイヤモデルとホイールモデルとの嵌合前の段階で０．１であり、嵌
合後に０．３に高められる

転動条件は、内圧、荷重、タイヤ・ホイール組立体モデルのスリップ角、転動加速
度、キャンバー角又は転動面との摩擦係数の１以上を含むことを特徴とする請求項１記載
の

評価値は、車軸力、上下力、各部の応力、各部の歪又はタイヤモデルとホイールモ
デルとのずれ量の１以上を含むことを特徴とする請求項１記載の

請求項１乃至４のいずれかに記載したシミュレーション方法を実行することを特徴とす
る 装置



ュレーション方法のいずれのものも、タイヤ単体をモデル化するに止まっている。
【０００６】
しかしながら、実際には車軸からの駆動力は、ホイール（又はホイールリムとも称される
）を介してタイヤに伝達されるものであるため、従来の方法ではタイヤとホイールとが相
互に影響し合う種々の要因、例えばタイヤとホイールとの間に生じる摩擦力やタイヤとホ
イールとのタイヤ周方向のずれといった要因を一切考慮に入れることができない。また近
年では、タイヤ単体だけではなくホイールと組み合わせた組立体についてのトータル的な
性能も重視されつつある。そして、本発明者らは、鋭意研究を重ねたところ、これらの要
因がシミュレーション結果の精度に影響を及ぼしていることを突き止めた。
【０００７】
本発明は、以上のような新規な問題点を究明したことに基づいて案出なされたもので、タ
イヤをホイールにリム組みしたタイヤ・ホイール組立体を有限個の要素で分割したタイヤ
・ホイール組立体モデルを設定し、このタイヤ・ホイール組立体モデルに、設定した転動
条件により転動シミュレーションを行って種々の評価値を取得することを基本として、前
記問題点を解決しうるタイヤ・ホイール性能のシミュレーション方法及び装置を提供する
ことを目的としている。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　本発明のうち請求項１記載の発明は、タイヤをホイールにリム組みしたタイヤ・ホイー
ル組立体を有限個の要素で分割したタイヤ・ホイール組立体モデルを設定するステップと
、このタイヤ・ホイール組立体モデルに、設定した転動条件により転動シミュレーション
を行うステップと、前記転動シミュレーションを行ったタイヤ・ホイール組立体モデルか
ら評価値を取得するステップとを含む

ことを特徴とするタイヤ・ホイール性能のシミュレーション方法である。
【０００９】
　また請求項２記載の発明は、前記

請求項１記載のタイヤ・ホイール
性能のシミュレーション方法である。
【００１０】
　また請求項３記載の発明は、前記

タイヤ・ホイール性能のシミュレーション方法である。
【００１１】
　また請求項４記載の発明は、前記

タイヤ・ホイール性能のシミュレーション方法である。
【００１２】
　また請求項５記載の発明は、

タイヤ・ホイール性能のシミュレーション である。
【００１５】
【発明の実施の形態】

10

20

30

40

50

(3) JP 3650342 B2 2005.5.18

とともに、前記タイヤホイール組立体モデルは、タ
イヤを有限個の要素に分割したタイヤモデルを設定するステップと、ホイールを有限個の
要素で分割したホイールモデルを設定するステップと、前記タイヤモデルと前記ホイール
モデルとを数値解析法を用いて嵌合シミュレーションさせる嵌合ステップとを含んで設定
され、かつ、前記嵌合ステップは、タイヤモデルのビード部のビード巾をリム巾より小さ
く変形させてホイールモデルに装着するステップと、ホイールモデルの外表面をタイヤモ
デルの境界条件として与えしかもタイヤモデルとホイールモデルとの境界面に摩擦係数を
設定するステップと、前記ホイールモデルに装着されたタイヤモデルに内圧の条件を設定
し、該タイヤモデルを変形させてホイールモデルに嵌合させるステップと、前記嵌合した
後、タイヤモデルとホイールモデルとの間の前記摩擦係数を高く設定するステップとを含
む

摩擦係数は、タイヤモデルとホイールモデルとの嵌合
前の段階で０．１であり、嵌合後に０．３に高められる

転動条件は、内圧、荷重、タイヤ・ホイール組立体モ
デルのスリップ角、転動加速度、キャンバー角又は転動面との摩擦係数の１以上を含むこ
とを特徴とする請求項１記載の

評価値は、車軸力、上下力、各部の応力、各部の歪又
はタイヤモデルとホイールモデルとのずれ量の１以上を含むことを特徴とする請求項１記
載の

請求項１乃至４のいずれかに記載したシミュレーション方
法を実行することを特徴とする 装置



以下本発明の実施の一形態を図面に基づき説明する。
図１には、本発明を実施するためのコンピュータ装置１が示されている。このコンピュー
タ装置１は、本体１ａと、入力手段としてのキーボード１ｂ、マウス１ｃと、出力手段と
してのディスプレイ装置１ｄとから構成されている。本体１ａには、図示していないが、
公知のように演算処理装置、メモリー、磁気ディスクなどの大容量記憶装置、ＣＤ－ＲＯ
Ｍやフロッピーディスクのドライブ１ａ１、１ａ２などを適宜具えている。そして、前記
大容量記憶装置には後述するタイヤ・ホイル性能のシミュレーション方法を実行するため
のプログラムが記憶されている。
【００１６】
図２には、本発明のタイヤ・ホイール性能のシミュレーション方法を用いたタイヤ・ホイ
ール開発手順の一例が示されており、以下順に説明する。先ず本実施形態では、評価しよ
うとするタイヤ・ホイール組立体に基づいてタイヤ・ホイール組立体モデルを設定する（
ステップＳ１）。
【００１７】
　タイヤ・ホイール組立体モデルは、例えば図３に示すようなサブルーチンにて
ことができる。本実施形態では、先ず、タイヤを有限個の要素に分割したタイヤモデルを
設定する（ステップＳ１１）。
【００１８】
図４には、このようなタイヤモデルの前提となるタイヤＴの内部構造を示している。タイ
ヤＴは、路面と接地するトレッド部１２と、その両端から半径方向内方にのびるサイドウ
ォール部１３、１３と、このサイドウォール部１３の内端部に形成されホイールに支持装
着されるとともにビードコア１５を具えたビード部１４、１４とを具える。またタイヤＴ
は内部にカーカスプライ１６Ａからなるトロイド状のカーカス１６と、このカーカス１６
の外側に配された２枚のベルトプライ１７Ａ、１７Ｂからなるベルト層１７とを有し、残
余を実質的にゴム、即ち、トレッドゴム１２Ｇ、サイドウォールゴム１３Ｇ、ビードゴム
１４Ｇなどで形成している。前記カーカスプライ１６Ａ、ベルトプライ１７Ａ、１７Ｂは
、繊維コードの両面に小厚さのトッピングゴムを被覆して形成された複合材Ｆからなる。
【００１９】
図５は、タイヤモデル２の一例を３次元上に表したものである。タイヤモデル２は、前記
タイヤＴを有限個の要素２ａ、２ｂ、２ｃ…に分割して設定することにより、コンピュー
タ装置１にて取り扱い可能な数値データとして設定される。具体的には、各要素２ａ、２
ｂ、２ｃ…の節点座標値、形状、材料特性、例えば密度、ヤング率、減衰係数などが定義
される。各要素２ａ、２ｂ、２ｃ…には、例えば２次元平面としての四辺形要素、３次元
要素としては、複雑形状を表現するのに適した４面体ソリッド要素が好ましいが、これ以
外にも５面体ソリッド要素、６面体ソリッド要素などを用いることもでき、いずれもコン
ピュータで処理可能な要素が用いられる。タイヤＴのゴム部分については主に３次元ソリ
ッド要素が用いられる。図５のものではトレッド表面のパターン形状（縦溝、横溝）もよ
り忠実に再現しているが、パターン以外の検討を重点的に行いたい場合には図６に示すよ
うにトレッド表面からトレッド溝を簡略化ないし省略化したスムーズモデル２′とするこ
ともできる。なおこのとき、トレッドの接地部の圧力やせん断力の分布を表現できるよう
に、１要素の周方向長さを接地長さの２５％以下とすることが望ましく、またトレッドの
断面方向の円弧を滑らかに表現しうるよう、１要素の幅方向寸法は２０ mm以下とすること
が望ましい。
【００２０】
また複合材Ｆ（例えばベルトプライ１７Ａ又は１７Ｂ）は、図７に示すように繊維コード
ｃを四辺形膜要素５ａ、５ｂに、また繊維コードを被覆しているトッピングゴムｔについ
ては六面体ソリッド要素５ｃ～５ｅにそれぞれモデル化し、これらを厚さ方向に順番に積
層した複合シェル要素で分割している。四辺形膜要素には、繊維コードｃの直径に等しい
厚さと、繊維コードの配列方向とこれと直交する方向とにおいて剛性の異なる異方性とが
定義される。またゴムを分割している各ソリッド要素については、超粘弾性材料として定
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設定する



義して取り扱うことができる。
【００２１】
またタイヤモデル２は、タイヤの回転軸を含む子午線断面において先に２次元形状を特定
し、これを仮想のタイヤ回転軸の回りに周方向に回転させ所定の周方向長さで単位化して
要素分割することにより、比較的簡単にモデリングを行うこともできる。また３次元ＣＡ
Ｄのデータを利用して精度良く分割することもできる。さらに例えばビード部とホイール
との嵌合状態をより正確に把握したい場合、タイヤモデル２は、タイヤＴのビード部の形
状をより緻密に分割することが望ましい。このようにタイヤＴからタイヤモデル２を設定
する手順や分割方法などは、目的に応じ種々定めうる。
【００２２】
次に本実施形態ではホイールを有限個の要素で分割したホイールモデル３を設定する（図
３のステップＳ１２）。図８はモデル化されるホイールＷの一例を示す斜視図、図９はそ
の一部断面図を夫々示している。
【００２３】
ホイールＷｈは、リム部Ｗｒとディスク部Ｗｄとから構成されている。リム部Ｗｒは、タ
イヤの着脱を容易とするための深さと巾を持ったウエル部Ｗｒ１と、その両側に形成され
かつ前記タイヤＴのビード部１４の半径方向力を受けるビードシート部Ｗｒ２と、このビ
ードシート部Ｗｒ２に連なってタイヤ半径方向にのび前記タイヤＴのビード部１４の軸方
向力を受けるフランジ部Ｗｒ３とを含んで構成されている。またディスク部Ｗｄは、本実
施形態では中心側に配されるハブ部Ｗｄ１と、このハブ部Ｗｄ１から放射状にのびかつ外
端が前記リム部Ｗｒに一体に固着された５本のスポーク部Ｗｄ２とから構成されている。
前記ハブ部Ｗｄ１には車軸に取り付けるための取付孔Ｗｄ３が形成される。
【００２４】
図１０には、ホイールを有限個の要素で分割したホイールモデル３を３次元上に表した一
例を示す。ホイールモデル３も前記タイヤモデル２と同様に、ホイールＷｈを有限個の要
素３ａ、３ｂ、３ｃ…に分割して設定され、コンピュータ装置１にて取り扱い可能な数値
データとして設定される。前記各要素３ａ、３ｂ、３ｃ…は、本例では３次元要素（例え
ば四面体要素）で分割している。但し、これに限定されず、ホイールの形状に応じて五面
体、六面体、平面シェル要素などで適宜分割しうる。例えば四～六面体要素などは、アル
ミホイールなど肉厚が比較的大のホイールでかつその形状により分割し易い要素形状のも
のに用いられる。一方、スチールホイールなど肉厚が小さいホイールには、シェル要素を
用いることができる。図１１（Ａ）、（Ｂ）には、四面体要素Ｅａ、六面体要素Ｅｂで分
割した一例を示す。
【００２５】
またタイヤモデルのビード部との嵌合状態や圧力分布等を精度良く調べるために、ビード
シート部Ｗｒ２やフランジ部Ｗｒ３をより緻密に分割することが望ましい。なおタイヤモ
デル２を設定するステップＳ１１と、ホイールモデル３を設定するステップＳ１２と実行
順序を逆としても良く、又はこれらのステップＳ１１、１２を並列して行うこともできる
。
【００２６】
　次に本実施形態では、前記タイヤモデル２とホイールモデル３とを数値解析法として有
限要素法を用いて嵌合シミュレーションさせる嵌合ステップを行う（図３のステップＳ１
３）。なお嵌合シミュレーションとは、タイヤモデル２がホイールモデル３に嵌合すると
きの挙動をコンピュータ上（数値上）で逐次再現することをいう。嵌合シミュレーション
の課程は、本例では図１２に示す次のステップ １３１～ １３３の通りである。
【００２７】
先ず、ステップＳ１３１では、図１３に示すように、タイヤモデル２のビード部を、その
ビード巾がリム巾よりも十分に小さくなるように変形させてホイールモデル３に装着する
。タイヤモデル２のビード部に前記変形を生じさせるために、タイヤ軸方向内側に向く軸
方向力Ｆをタイヤモデル２のビード部に設定する。そしてタイヤモデル２の各要素毎につ
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いて、この軸方向力に対する変形計算を行いこれらを重ね合わせてタイヤモデル２の系全
体の変形計算を行う。また微小時間毎にこのような変形計算を行なうとともに、その計算
結果を、例えば逐次ディスプレイ装置１ｄに表示したときにはタイヤモデル２のビード部
に軸方向力Ｆを与えたときの変形課程を可視的にシミュレーションすることもできる。
【００２８】
また図１３を示したように、ビード部の巾を減じたタイヤモデル２の回転中心軸ＣＬ１と
、ホイールモデル３の回転中心軸ＣＬ２とを揃えて同一の３次元座標軸上に重ねて設定す
ることにより、タイヤモデル２をホイールモデル３に落とし込んだ状態をコンピュータ上
（数値上）に取り込むことができる。この際、タイヤモデル２のビード部は、ホイールモ
デル３の外表面と接するか或いはホイールモデル３から離間するように定められる。
【００２９】
なおタイヤモデル２のビード巾を変形させてホイールモデル３に装着するに際して、タイ
ヤモデル２に関してはビード部の軸方向以外が自由に動くとタイヤモデル２とホイールモ
デル３の中心が大きくずれたり、タイヤモデル２が回転するなど不安定な動きが生じるお
それがあるため、タイヤモデル２の任意の一点（例えばトレッド面上の任意の一点）を初
期位置で固定しておくことが望ましい。
【００３０】
ステップＳ１３２では、ホイールモデル３との接触を考慮しつつ前記タイヤモデル２の前
記ビード部の変位を解除する。該変位の解除は、前記軸方向力Ｆを０に設定することで行
う。また軸方向力を０に設定したタイヤモデル２について、再び変形計算を行う。この変
形計算も、例えば微少時間毎に行ない、各計算結果をディスプレイ装置１ｄ上に表したと
きには、タイヤモデル２のビード部の復元課程をシミュレートすることもできる。またこ
のステップＳ１３２では、タイヤモデル２とホイールモデル３との接触を考慮している。
つまり、ホイールモデル３の外表面は、タイヤモデル２の変形計算に際してビード部の変
形を拘束する壁面として機能するよう境界条件が設定される。また、タイヤモデル２と前
記ホイールモデル３との境界面には、摩擦係数が設定される。従って、タイヤモデル２の
変形計算、ひいては復元時のシミュレーションに際して、タイヤモデル２とホイールモデ
ル３との接触部には摩擦力の影響を考慮に入れることができ、タイヤモデルの嵌合状態を
より精度良くシミュレーションすることが可能になる。
【００３１】
さらにステップＳ１３３では、ホイールモデル３に装着されたタイヤモデル２に内圧の条
件を設定し、該タイヤモデル２の変形をホイールモデルとの接触を考慮しつつ計算するこ
とにより、図１４の如くタイヤモデル２とホイールモデル３との嵌合をさせ得る。タイヤ
モデル２の内圧は、タイヤ内部に等分布荷重Ｐを負荷する。図１６に示すように、例えば
４つの節点Ｎからなる一つの要素面Ｅにおいて、該要素面Ｅが受ける全荷重を例えばＰと
するとき、該荷重Ｐを節点数４で除したＰ／４を各節点Ｎに負荷する。
【００３２】
また、タイヤモデル２のビード部は、内圧の条件を設定されることにより、ホイールモデ
ル３のビードシート部３Ａと接触しつつタイヤ軸方向に移動する。このため、両者の間に
は摩擦力が発生する。この段階では、タイヤモデル２とホイールモデル３のビードシート
部３Ａとの間の摩擦係数を０．１程度に設定している。この値は実際のタイヤのリム組み
時、ホイールのビードシートに潤滑剤が塗布されたときの摩擦係数に相当する。
【００３３】
タイヤモデル２の変形計算は、上記のステップＳ１３２と同様に行われる。またタイヤモ
デル２の変形の結果を微少時間に行いかつ、逐次表示したときには内圧充填に基づくタイ
ヤモデル２のビード部の変形挙動及びタイヤモデル２とホイールモデル３との最終的な嵌
合状態までを可視的にシミュレーションすることができる。また、タイヤモデル２、ホイ
ールモデル３の嵌合圧力の分布、ホイールの組み入れ易さなどもこのシミュレーションか
ら求めることができ、ホイール形状、タイヤ形状の開発に役立たせることができる。そし
て、図１４に示したように、ホイールモデル３にタイヤモデル２が装着されたタイヤ・ホ
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イール組立体モデル４を設定しうる。
【００３４】
また、タイヤモデル２とホイールモデル３とが嵌合すると、該タイヤモデル２とホイール
モデル３との間の摩擦係数を０．３程度に設定し、タイヤモデル２とホイールモデル３と
が容易に位置ずれないように設定するのが望ましい。なお摩擦係数の０．３という値は、
一般的なホイールの表面とタイヤのビード部との摩擦係数に近似する。また、タイヤモデ
ル２とホイールモデル３との嵌合不良が生じた場合には、例えばタイヤモデル２への内圧
をさらに高め、その後、摩擦係数を高めて減圧する計算を行って適正なタイヤ・ホイール
組立体モデル４をシミュレーション設定する。
【００３５】
このような嵌合シミュレーションを終えると、図２に示したように、このタイヤ・ホイー
ル組立体モデル４で、設定した転動条件により転動シミュレーションを行う（ステップＳ
２）。具体的には、図１５に示すように、先ずタイヤホイール組立体モデル４に転動条件
を設定する（ステップＳ２１）。
【００３６】
転動条件としては、内圧、荷重、タイヤ・ホイール組立体モデル４のスリップ角、転動加
速度、キャンバー角又は転動面（路面モデル）との摩擦係数の１以上を含むことが望まし
い。内圧は前記の如く設定しうる。荷重は、例えば図１８の如くホイールモデル３の回転
中心軸ＣＬ２に垂直荷重Ｆｓを与えることにより設定できる。さらに図１９に示すように
、路面モデルＲ（後述）を移動させる路面進行方向を、タイヤモデル２の巾方向の中心で
あるタイヤ中心線に対して角度αずらせることにより、実質的にスリップ角αを与えるこ
とができる。またタイヤ・ホイール組立体モデル４にキャンバー角などを設定することも
できる。さらに、ホイールモデル３の回転中心軸ＣＬ２にトルク（回転力）を設定すれば
、駆動時又は減速時の転動シミュレーションを行うことができる。
【００３７】
また路面モデルＲは、図１７（Ａ）、（Ｂ）に示すように、平相路や突起路などを含む種
々の路面を要素化したものであって、例えば平面剛要素Ｅｃを用いてモデル化されている
。なお氷路、雪路、ウエット路などとするときには、前記路面モデルＲの上に、氷、雪又
は水をモデル化した流体要素（オイラー要素）Ｆａを定義する（図１７（Ａ）参照）。さ
らに路面モデルＲは、タイヤモデル２との間の摩擦係数が予め定義される。
【００３８】
またホイールモデル３は、本例ではその回転中心軸ＣＬ１を移動不能に固定されるが、こ
の回転中心軸ＣＬ２の回りには回動自在に設定される。従って、タイヤモデル２と接触し
ている路面モデルＲを前後に移動させるよう条件を設定することにより、タイヤモデル２
と路面モデルＲとの間に摩擦力が生じ、タイヤ・ホイール組立体モデル４を前記回転中心
軸ＣＬ１の回りに転動させる転動計算が可能となる。
【００３９】
次に、上記設定された転動条件に基づいてシミュレーションが行われる。転動シミュレー
ションとは、タイヤ・ホイール組立体４の転動条件下における転動時の挙動をコンピュー
タ上（数値上）で模擬的に再現することである。本転動シミュレーションも、有限要素法
により行われる。例えば、各モデルの要素の形状、要素の材料特性、例えば密度、ヤング
率、減衰係数などをもとに、要素の質量マトリックスＭ、剛性マトリックスＫ、減衰マト
リックスＣを作成する。前記各マトリックスを組み合わせて、シミュレーションされる全
体の系のマトリックスを作成する。また上記転動条件をあてはめて、下記数１の運動方程
式を作成する。そしてこの数１を微小時間ｔごとに逐次計算する（ステップＳ２２）。計
算結果を３次元座標上に連続的に表すことにより転動の挙動を再現する可視的な転動シミ
ュレーションを行なうことができる。なお具体的な数値計算は、汎用の有限要素法解析ソ
フトウェアなどを用いて適宜行うことができる。
【数１】
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【００４０】
次に、前記転動シミュレーションを行ったタイヤ・ホイール組立体モデル４から評価値を
取得するステップを行う（図２のステップＳ３）。前記評価値としては、車軸力、上下力
、コーナリング力、ホイール各部の応力、セルフアライングトルク、振動力、その他のタ
イヤモデルの各部の応力、各部の歪又はタイヤモデルとホイールモデルとのずれ量の１以
上を含むことが望ましい。前記車軸力、コーナリング力は操縦安定性として、また上下力
、振動力は乗り心地性能として、各部の応力、各部の歪は強度、接地圧、接地形状又は摩
耗エネルギーと関連するパラメータとしてそれぞれタイヤ開発ないしホイール開発に利用
することができる。これらの各値は、例えば予め設定され前記転動シミュレーションの中
で逐次出力されかつ記憶される。図２０には、転動シミュレーションを３次元上にアニメ
ーションとして表した一例を示す。また図２１には転動条件にスリップ角α（α≠０）を
設定したときのコーナリング力の作用を示す転動シミュレーションの一例を示している。
図２２～図２４には、このコーナリング中のホイールモデルの応力分布を示している。色
の濃い部分程、応力が高いことを示す。荷重負荷方向は符号Ｑで示される。これらのホイ
ールモデルについての結果から、コーナリング中に大きな応力の作用している部分を補強
し、応力の小さな部分を削ることにより、軽量化を剛性とのバランスを両立しうるホイー
ルの設計を行うことができ、ホイール開発の向上に役立つ。さらに図２５には、タイヤモ
デル２とホイールモデル３とをリム組シミュレーションで装着した断面図を示し、他方、
タイヤモデル単体でリム組状態を表現したものを一点鎖線で示す。図２５から明らかなよ
うに、タイヤモデル単体でリム組状態を仮想的に表現したものでは、実際にはホイールか
らはみ出す変形をなしており、本発明のものに比べて精度的に劣ることが分かる。
【００４１】
次にこれらの評価値を検討し、予め定めた目標に到達したか否かを判断する（ステップＳ
４）。ステップＳ４でＮの場合、タイヤモデル２又はホイールモデル３の材料、形状とい
った設計因子を変更し（ステップＳ５）、再度、転動シミュレーションを行う（ステップ
Ｓ２）。他方、ステップＳ４でＹの場合には、例えば試作、実験ステップＳ６を実行する
。
【００４２】
試作、実験ステップＳ６では、タイヤモデル２、ホイールモデル３に基づいて実際にタイ
ヤ、ホイールを試作するとともに、実験、評価（実評価）を行い、これらの評価で満足の
ゆく結果が得られた場合には開発を終え（ステップＳ７でＹ）、例えば製品として決定さ
れる。このように、本実施形態のシミュレーション方法にあっては、シミュレーションに
より、タイヤ・ホイール組立体の性能を机上で予測でき、目標に達するまでタイヤ、ホイ
ールの設計因子を種々変更し、車両に最適なタイヤ、ホイール組立体を種々検討すること
ができる。従って、従来の試作を繰り返していた開発手法に比して大幅に効率化でき、開
発期間の短縮に役立ちタイヤの低コスト化なども可能とする。また本発明によるシミュレ
ーション方法を用いた場合、タイヤ単体ではなく、ホイールとの接触を考慮に入れた評価
値を取得しうる。従って、ホイールとの接触圧力や接触面積が大きく変化する駆動、減速
時や旋回時などにおいて、より実車評価に近いシミュレーション結果を得ることができる
。一例として、本発明を用いた場合、新規の車両に適合したタイヤを開発する期間を、従
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来の標準的な開発期間に対して約３～４ケ月の短縮化が図れた。
【００４３】
なお試作、実験ステップＳ７の実車評価において、タイヤ・ホイール組立体の性能がシミ
ュレーションの結果とは異なり目標に到達し得ていないことが判明した場合（ステップＳ
７でＮ）、転動シミュレーションと実車評価との差があるため、目標値の変更又は転動シ
ミュレーションの補正を行う。この補正処理では、解析モデルと実物とが精度良く対応で
きていない事が考えられるので、まず、タイヤ・ホイール組立体モデル４の性能（例えば
コーナリング性能）と、シミュレーションで得られたタイヤモデル単体の性能とを比較し
、両者の相関付けを行う（ステップＳ８）。
【００４４】
このように、実車評価をシミュレーションの結果にフィードバックさせることにより、次
回以降のシミュレーション結果の精度をより高めることができ、ひいてはシミュレーショ
ンの信頼性を向上しうる。
【００４５】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明のタイヤ・ホイール性能のシミュレーション方法及び装置に
あっては、タイヤとホイールとが相互に影響し合う種々の要因、例えばタイヤとホイール
との間に生じる摩擦力やタイヤとホイールとのタイヤ周方向のずれといった要因などを考
慮に入れつつ転動シミュレーションを行うことが可能となるため、従来に比して実車評価
に近いシミュレーション結果を得ることができる。
【００４６】
　また、タイヤホイール組立体モデルを、タイヤを有限個の要素に分割したタイヤモデル
を設定するステップと、ホイールを有限個の要素で分割したホイールモデルを設定するス
テップと、前記タイヤモデルと前記ホイールモデルとを数値解析法を用いて嵌合シミュレ
ーションさせる嵌合ステップとを含んで設定 、タイヤとホイールとの嵌合状
態までもシミュレーションすることができる。従って、嵌合状態から生じるタイヤとホイ
ールとの間に生じる摩擦力の変化や、タイヤとホイールとのタイヤ周方向のずれ量などを
さらに精度良くシミュレーションでき、より実車評価に近いシミュレーション結果を得る
ことが可能となる。またタイヤのリム組性などについても併せて評価することができる。
【００４７】
　 嵌合ステップは、タイヤモデルのビード部

ホイールモデルに装着するステップと、ホイールモデル
ステップと

、前記ホイールモデルに装着されたタイヤモデルに内圧の条件を設定し、該タイヤモデル
変形させてホイールモデルに嵌合させるステップと

より精度良
くタイヤ・ホイールの嵌合を擬似化でき、ひいてはタイヤ・ホイール性能のシミュレート
精度の向上に役立つ

【００４８】
　 タイヤモデルと前記ホイールモデルとの境界面に、摩擦係数を設定

、タイヤとホイールとの間に生じる摩擦力の変化や、タイヤとホイールとのタイヤ周
方向のずれ量などをさらに精度良くシミュレーションでき、より実車評価に近いシミュレ
ーション結果を得ることが可能となる。またタイヤをホイールに組み込む際にはホイール
に潤滑剤が予め塗布されるが、前記摩擦係数を この潤滑剤と対応させて
種々設定することにより、潤滑剤の開発などにも役立つ。
【００４９】
　また請求項 記載の発明のように、前記転動条件は、内圧、荷重、タイヤ・ホイール組
立体モデルのスリップ角、転動加速度、キャンバー角又は転動面との摩擦係数の１以上を
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しているため

また、前記 のビード巾をリム巾より小さく変
形させて の外表面をタイヤモデル
の境界条件として与えしかもホイールモデルとの境界面に摩擦係数を設定する

を 、前記嵌合した後、タイヤモデルと
ホイールモデルとの間の前記摩擦係数を高めるステップとを含んでいるため、

ほか、嵌合後、タイヤモデルとホイールモデルとの間の摩擦係数を高
めることで、タイヤモデルとホイールモデルとが容易に位置ずれしないように設定できる
。

また、前記 している
ため

請求項２のように

３



含むときには、実車走行時の各種の状況で転動シミュレーションを行うことができ、より
多目的にタイヤの開発を行うのに役立つ。
【００５０】
　また請求項 記載の発明のように、前記評価値は、車軸力、上下力、各部の応力、各部
の歪又はタイヤモデルとホイールモデルとのずれ量の１以上を含むときには、これらの各
評価値から、例えば操縦安定性、直進安定性、乗り心地、耐摩耗性能など種々の性能を検
討でき、より多目的にタイヤの開発を行うのに役立つ。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の処理を実行するためのコンピュータ装置の線図である。
【図２】本発明の処理手順を含むタイヤ開発手順の一例を示すフローチャートである。
【図３】タイヤ・ホイール組立体モデルを設定する処理手順の一例を示すフローチャート
である。
【図４】タイヤの断面図である。
【図５】タイヤモデルの一例を示す斜視図である。
【図６】タイヤモデルの他の例を示す斜視図である。
【図７】複合材のモデル化を説明するための概念図である。
【図８】ホイールの斜視図である。
【図９】ホイールの部分断面図である。
【図１０】ホイールモデルの一例を示す斜視図である。
【図１１】（Ａ）、（Ｂ）は、サイドウォール部のモデル化の例を示す概念図である。
【図１２】嵌合シミュレーションのルーチンを示すフローチャートである。
【図１３】ホイールモデルにタイヤモデルを組み入れた状態を示すシミュレーションの線
図である。
【図１４】タイヤモデルに内圧を充填した状態を示す３次元シミュレーションの線図であ
る。
【図１５】転動シミュレーションのルーチンを示すフローチャートである。
【図１６】要素への荷重負荷を説明する略図である。
【図１７】（Ａ）、（Ｂ）は、路面モデルの一例を示す斜視図である。
【図１８】タイヤモデルとホイールモデルとが嵌合しかつ接地した状態を示すシミュレー
ションの線図である。
【図１９】スリップ角を説明する平面図である。
【図２０】タイヤ・ホイール組立体モデルの３次元転動シミュレーションの線図である。
【図２１】コーナリング中の転動シミュレーションの一例を示す断面図である。
【図２２】コーナリング中のホイールモデルの応力分布図である。
【図２３】コーナリング中のホイールモデルの応力分布図である。
【図２４】コーナリング中のホイールモデルの応力分布図である。
【図２５】本発明と従来例とを比較したタイヤモデルのリム組断面図である。
【図２６】従来のシミュレーション方法を説明する線図である。
【符号の説明】
２　タイヤモデル
３　ホイールモデル
４　タイヤ・ホイール組立体モデル
Ｔ　タイヤ
Ｗｒ　ホイール
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

(12) JP 3650342 B2 2005.5.18



【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】
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【 図 １ ９ 】 【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ １ 】 【 図 ２ ２ 】
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【 図 ２ ３ 】 【 図 ２ ４ 】

【 図 ２ ５ 】 【 図 ２ ６ 】
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